
2021年4月1日

厚⽣労働省健康・⽣活衛⽣局健康課

健康日本21（第三次）推進の方向性（イメージ）

0

第１回 健康日本21（第三次）推進専門委員会
資料４－２

令和５年10月20日

Administrator
画像



1

項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第三 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定
に関する基本的な事項
一 健康増進計画の目標の設定と分析・評価等
・地⽅公共団体は、⼈⼝動態、医療・介護をはじめとする各分野の統計や
データベース等の地域住⺠に関する各種指標を活⽤しつつ、地 域の社会
資源等の実情を踏まえ、独自に必要な課題を選択し、その到達すべき目標
を設定し、定期的に 分析・評価を⾏った上で、改定を実施することとする。
国は、地方公共団体における都道府県健康増進計画及び市町村健康増
進計画の策定の⽀援を⾏う。

二 都道府県の役割と都道府県健康増進計画
・都道府県は、庁内の関連する部局が連携して都道府県健康増進計画を
策定することとし、当該計画において、国が設定した目標を勘案しつつ、具
体的な目標を設定する。また、区域内の市町村ごとの健康状態や生活習
慣の状況の差の把握を⾏い、地域間の健康格差の是正に向けた取組を位
置付けるよう努めるものとする。
・都道府県は、地域・職域連携推進協議会等も活⽤し、市町村や医療保
険者、企業、教育機関、⺠間団体等の関係者の連携強化のための中⼼
的役割を担い、データの活⽤や分析を積極的に⾏い、市町村における市町
村健康増進計画の策定の⽀援を⾏う。
・保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的な拠点として、健康づ
くりに関する情報を収集・分析し、地域の住⺠や関係者に提供するとともに、
地域の実情に応じ、市町村における市町村健康増進計画の策定の支援を
⾏う。

三 市町村の役割と市町村健康増進計画
・市町村は、都道府県や保健所とも連携しつつ、また、庁内の関連する部
局が連携して市町村健康増進計画の策定に努めるものとする。 市町村は、
国や都道府県が設定した目標を勘案しつつ、具体的な目標を設定するよう
努めるものとする。
・医療保険者として策定する⾼齢者の医療の確保に関する法律に規定する
特定健康診査等実施計画、市町村が策定する介護保険法に規定する市
町村介護保険事業計画に加え、データヘルス計画その他の市町村健康増
進計画と関連する計画との調和に配慮する。

第七 その他国⺠の健康の増進の推進に関する重要事項
一 多様な主体による連携及び協⼒
誰⼀⼈取り残さない健康づくりを効果的に展開するためには、⾏政だけで
なく、地域の関係者や⺠間 部⾨の協⼒が必要である。保健、医療、福祉
の関係機関及び関係団体並びに大学等の研究機関、企業、 教育機関、
ＮＰＯ、ＮＧＯ、住⺠組織等の関係者が連携し、効果的な取組を⾏うこ
とが望ましい。地方 公共団体は、これらの関係者間の意思疎通を図りつつ、
協⼒を促していくことが望ましい。

＜都道府県＞
都道府県健康増進計画の策定・推進

＜市町村＞
市町村健康増進計画の策定・推進

＜企業・保険者等における取組＞
・ データに基づく保健事業の実施（データヘルス計画）
・ 健康経営の取組
・ 産業保健活動

○地域の健康づくりの好事例収集

○地域・職域連携推進関係者会議の
開催
・ 地域・職域・保険者が連携した取組
の検討

○地域・職域連携推進のためのポータル
サイトの構築、好事例提⽰
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【取組のポイント】
• 都道府県（保健所）による市町村の支援
• 都道府県と市町村の取組に一体性を持たせる

【取組のポイント】
• 総合計画をはじめとする自治体の他の計画との調和
• 地域の多様な主体との連携体制の構築
• 多様な主体の連携による健康づくりの推進

【取組のポイント】
• 職域との連携
（地域職域連携協議会の活用）
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項目（告示） 地域における取組とそのポイント 国の取組

第四 国⺠健康・栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び
研究に関する基本的な事項

○データ分析・評価
• 国、地⽅公共団体、独⽴⾏政法⼈等においては、国⺠健康・
栄養調査、都道府県等による健康・栄養調査、国⺠⽣活基礎
調査、健康診査等に関する各種統計・データベース、その他の収
集した情報等に基づき、現状分析を⾏うとともに、健康増進に関
する施策の評価を⾏い、それらの結果等を踏まえ、必要に応じて
施策の⾒直しを⾏う。

• 国及び地⽅公共団体は、ＰＨＲの利活⽤を更に進めるとともに、
保健医療情報に関するビッグデータをはじめとする情報の収集・
分析を⾏い、その結果等を踏まえ、国⺠や関係者が効果的な健
康増進施策を実施することができる仕組みを構築するよう努める。

＜都道府県の取組＞
• 都道府県⺠健康・栄養調査を実施
• 県内の状況を把握可能な情報（既存データ）の収集

＜保険者における取組＞
・データヘルス計画におけるデータ利活⽤
・保険者間の連携

＜保健所の役割＞
・市町村への専門的・技術的な指導及び支援

○県⺠健康・栄養調査マニュアルの
作成

○都道府県で活用できるデータ分析
ツールの提供（保健医療科学院等）

○データ分析に係る人材育成・研修会
の開催（保健医療科学院）

○健康支援情報プラットフォーム構築を
介した地域の情報の⾒える化を推進

○保険者と連携した取組の検討【取組のポイント】
• 保険者との連携
（自治体内の健康づくり部門と国保部門の連携）

【取組のポイント】
＜都道府県＞
• NDBオープンデータや、KDBなどデータを活用した
都道府県内の各市町村の現状の評価、課題の抽出
及び市町村へのデータの提供

• データの分析・評価について、都道府県内のアカデミアとの
連携体制の構築

＜都道府県/市町村＞
• 既存データ及び独自に収集したデータを活用した
課題の把握、取組の策定・実施、進捗評価、⾒直し
（PDCAサイクル）の実施

2



3

項目（告示）と 地域における取組とそのポイント 国の取組

第二 国⺠の健康の増進の⽬標に関する事項

〇個⼈の⾏動と健康状態の改善
（一） 生活習慣の改善
（二） 生活習慣病（ＮＣＤｓ）の発症

予防・重症化予防
（三） 生活機能の維持・向上

〇社会環境の質の向上
（一） 社会とのつながり・こころの

健康の維持及び向上
（二） 自然に健康になれる環境づくり
（三） 誰もがアクセスできる健康増進

のための基盤の整備

＜都道府県＞
• 都道府県単位での普及啓発・情報発信

＜市町村＞
• 普及啓発・情報発信
• 健康教育・保健指導
• 環境整備

＜保険者等における取組＞
・ 特定健診・特定保健指導
・生活習慣病の重症化予防等をはじめとする保健事業
・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

＜企業における取組＞
・ 産業保健活動
・ 健康経営の取組

＜他部門における取組・部局横断的な取組＞
・ 「居⼼地が良く歩きたくなる」まちなかづくり
・ 働き方改革（生活時間・睡眠時間の確保）

【各領域の個別の取組】
○各領域の⽬標達成のための具体的取組・
環境整備の提示

○各領域の基準・指針の作成
・ ⾝体活動・運動基準の⾒直し
・ 睡眠指針の⾒直し
・ ⾷事摂取基準⾒直し、⾷事ガイド作成
・ 飲酒ガイドライン作成

○他部⾨・他省庁の取組との連携
（例）⻑時間労働の抑制及び

勤務間インターバル制度の普及促進
（生活時間・睡眠時間の確保）

○好事例の収集・提⽰

【分野横断的な取組】
○スマート・ライフ・プロジェクト

○国⺠を対象とした健康づくりに関する情報
発信

○自治体等の健康づくり担当者を対象とした
健康づくりに関する情報発信

第六 ⾷⽣活、運動、休養、飲酒、喫煙、⻭の健康の保持その他
⽣活習慣に関する正しい知識の普及に関する事項

健康増進には、国⺠の意識と⾏動の変容が重要であることから、
国⺠の主体的な取組を⽀援するため、国⺠に対する⼗分かつ的確
な情報提供が必要である。（中略）
国は、地⽅公共団体、企業、⺠間団体等が参画するプラット
フォームも活⽤し、正しい知識の普及啓発に努める。地⽅公共団体
は、地域の実情に応じた取組を⾏う。
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【取組のポイント】
• 地域の実情に応じた具体的取組の提示
• 好事例の紹介

【取組のポイント】
• 保険者・産業保健・他部門との連携

【取組のポイント】
• 集団や個人の特性を加味したアプローチ
• 健康に関心の薄い層へのアプローチ
（自然に健康になれる環境づくり含む）

• ＩＣＴの利活⽤
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